
 

   
 

企業も強くなる 首都圏も強くなる ～テーマ別分科会の挑戦～ 
令和元年度 第 1 回 デ活シンポジウム 
 

 

パネルディスカッションの様子 

 

国立研究開発法人防災科学技術研究所（防災科研）が進める首都圏レジリエンス

プロジェクト・データ利活用協議会（デ活）は 7 月 19 日、東京都千代田区の都道

府県会館において、令和元年度第 1 回シンポジウムを開催しました。「企業も強く

なる 首都圏も強くなる ～テーマ別分科会の挑戦～」と題し、企業と研究者からの

プレゼンテーションがあった他、登壇者らによるパネルディスカッションが行われ

ました。本プロジェクトは首都圏など地域のレジリエンス力向上に向け 2017 年 4

月から 5カ年計画で研究活動を行っており、今年度が 3年目に当たります。今年度

は、会員ニーズ別の課題に基づいた分科会を設定し、社会実装に向けた活動がスタ

ートしました。 

冒頭、文部科学省研究開発局地震・防災研究課長の工藤雄之氏はあいさつで、「産

官学民でビッグデータの構築が重要。議論や情報交換にとどまらず、成果を実際の

防災活動に結び付けることが大事」と語りました。 

続いて、本プロジェクト総括で東京大学地震研究所教授の平田直氏が分科会活動の

目的を発表。「学界の持つ地震学・地震工学・社会学の知見を民間・産業界で使っ

てもらい、産官学民の協力で知の複合化と拡大を図り、社会実装を進めていきたい」

と今後の方針を述べました。 

シンポジウムは第 1 部～第 3 部に分けて行われ、第 1 部では「先進的な事業継続

の枠組みとその事例」をテーマに 3人が基調講演を行いました。まず研究者として 

 



 

   
 

名古屋工業大学大学院工学研究科教授の渡辺研司氏が「データ利活用による事業継

続マネジメント（BCM）の高度化への期待」と題し講演。渡辺氏は「産業活動は 1

社でできるものではない。部品などサプライチェーンで相互依存性は増加している。

効率性は高まっているが、災害などがひとたび起こったら他社のリスクが降りかか

る脆弱性も増している」と説明するとともに、都市化により被害が拡大しやすくな

っていることにも言及しました。 

 

BCPの必要性について語る渡辺氏 

民間企業からは株式会社セブン-イレブン・ジャパンシステム本部 GMの西村出氏

と同社総務本部総合渉外部の廣瀬晃正氏が「全国にネットワークを持つ企業が多角

的に取り組む防災・減災対策」をテーマに説明し、2010年の大雪を機に作った、「セ

ブンビュー」という同社オリジナルの災害情報共有システムや災害対応の枠組みに

ついて発表しました。セブンビューについて西村氏は「地図にハザードや店舗・拠

点、天気の情報を重ねて使うもので、店舗の状況、車両の運行状況も分かる」と語

り、災害時の対応に使っている旨を解説しました。 



 

   
 

 

セブンビューについて説明する西村氏 

防災科研理事長の林春男氏は「首都圏レジリエンスプロジェクトに防災科研が期

待すること」と題したビデオメッセージを寄せました。「セブンイレブンの店舗に

地震計を設置する取り組みを始めた。同社には IoT技術活用分科会の活動の中心に

なってもらう」と期待を語りました。 

 

6 分科会が取り組みを発表 

第 2 部では各分科会の活動方針や現状の取り組みが紹介されました。「早期被害

把握分科会」では、産官学民、特に企業における迅速な顧客対応のために、被災地

における早期被害把握技術を実装していきます。東京海上日動火災保険株式会社災

害対策室長の鵜飼章弘氏からは、保険会社の使命と顧客への確実かつ迅速な対応の

必要性について説明がなされ、北海道胆振東部地震におけるデ活との試行的連携に

ついて報告されました。富山大学都市デザイン学部准教授の井ノ口宗成氏からは、

業務目的や対応を基準にして、時間と情報の粒度を整理し、民間企業における早期

体制整備に対してデ活からの情報活用・連携が促進されると報告されました。 



 

   
 

 

分科会活動の発表の様子 

 

「集合住宅分科会」では、大規模災害に対する集合住宅のレジリエンス向上のた

めの課題と技術を協議していきます。UR都市機構技術・コスト管理部担当課長の安

西康修氏と兵庫県立大学環境人間学部教授の木村玲欧氏は、集合住宅の建物の揺れ

方、エレベーターなどの停止や、住民同士のつながりといった集合住宅独特の問題

について解説し、UR都市機構の防災に対する取り組みとして、災害対策基本法に基

づく指定公共機関に指定れたことや、内閣府のアドバイザー制度を活用し、地区防

災計画の策定支援を行ったことなどを紹介しました。 

 

「生活再建分科会」では、被災者の生活再建の質の向上に資する課題と技術を協

議・実装していきます。ESRI ジャパン株式会社代表取締役社長の正木千陽氏と防災

科研首都圏レジリエンスプロジェクトサブプロ（a）統括の田村圭子氏は、最大震

度 6 強を記録した山形県沖地震（2019 年 6 月 18 日発生）において、新潟県・村上

市の要請を受け、分科会が結成されたことを紹介しました。併せて、山北会館(村

上市府屋地区)において、職員向け住家被害認定調査研修を実施したこと、「タブレ

ットを活用した調査結果のリアルタイムデータ化」「ドローンによる屋根被害の確

認」の新技術を導入、その結果、調査終了翌日の罹災証明書発行開始に貢献できた

ことが報告されました。 

 

「行政課題分科会」では、首都圏広域大規模災害のシナリオ構築と訓練手法などを

検討・開発・実装していきます。まずは、川崎市総務企画局危機管理室長の飯塚豊

氏から市内 7区複数回訓練の実施、市民向け訓練・実践のオリジナル・マニュアル 

 



 

   
 

などの取り組みや、海から山の手に広がる地勢における大災害の想定課題が紹介さ

れました。防災科研首都レジ研究センターセンター長補佐の取出新吾氏からは、川

崎市の課題意識に対応した研究者の提案が説明されました。 

 

「建物付帯設備分科会」では、建物被害を減ずるための建物付帯設備に関する技

術的課題を協議していきます。日東工業株式会社開発本部新規開発部部長の鈴木宏

氏と東京大学地震研究所教授の楠浩一氏は、地震時の火災防止に有効な感震ブレー

カーの普及率が数％にとどまっている実態を明らかにするとともに、首都圏の建物

約 100軒に地震計を取り付けデータ取得していること、およびそれらの活用方法の

検討を行っていることを説明しました。 

 

「IoT 技術活用分科会」では、IoT 技術を活用した多点観測による災害対策につ

いて検討していきます。セブン-イレブンの西村氏と防災科研首都レジ研究センタ

ー副センター長の上石勲氏は、気象などの情報に交通アルゴリズムを組み合わせて

発災後の交通量の予測を行うといった、IoT を活用したさまざま災害対策について

考察していく方針を説明しました。 

 

 

■パネルディスカッション■ 

続いて第 3部として、「企業も強くなる 首都圏も強くなる～テーマ別分科会の挑

戦～」と題したパネルディスカッションが行われました。モデレーターを白鴎大学

特任教授で元 TBS キャスターの下村健一氏が務め、名古屋工業大学の渡辺氏と平田

総括、さらに第 2部の出席者も加わり、第 1部と第 2部の内容を踏まえ、これまで

の取り組みの掘り下げや、社会に役立つ仕組み作りなどについて意見を交わしまし

た。下村は「デ活のすごいところは（シンポジウム）直前に起きた災害でも、すぐ

に分かりやすい形で議論されること。さらに、民間企業の方がたくさんいるところ

が活力を生んでいる」と評価。6 つの分科会が動き出して今後の活動の道筋見えて

きたことへの期待についても語りました。 

 渡辺氏は「企業でも“ホーム BCP”に力を入れている。まずは従業員が各家庭

をしっかり守れないと出社できず、どんな立派な BCPがあっても機能しない。その

意味では個人を対象にした分科会活動でも事業継続と関わりがあるし、行政分科会

なども企業活動との接点が大きい」とし、分科会活動全体が企業の BCPにつながっ

ていることを強調しました。 

 平田氏は、「この活動は社会活動ではなく、あくまで研究開発というものが基盤

にある。サブプロ a～c に分かれて、世界最先端の学術的成果を行っているが、最

終的にはこの学術の成果をどのように社会が使えるようにするかが最も重要で、そ

の仕組みをつくるための仕掛けとして分科会がある」と分科会活動の意義を改めて

明確に示しました。 

 

（了） 


